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関係市町

事業名

事業名

取組の評価と今後（令和４年度以降含む）の方針や考え方

　令和5年度から圏域の図書館の相互利用を開始に向け担当者間で協議を進めるとともに、
圏域図書館担当者会議の定期開催により、利用者ニーズに基づいた課題解決に努める。

令和
４年度

実施予定
事業

・作業部会を設立し各市町立図書館担当者間で協議
（6月7日　オンライン会議、7月28日対面にて会議）
・事業実施に向けた骨子を作成する

予　算　額 ---

取組の評価と今後（令和４年度以降含む）の方針や考え方

　現行システムは令和５年度までの契約となっており、次回更新に向け、準備を始める。

（新規）図書館相互連携準備事業

令和
４年度

実施予定
事業

•予約システムの管理運営

予　算　額 14,170　千円　

令和
３年度
実績

•予約システムの管理運営

決　算　額 13,627　千円　

圏域内の公共施設の相互利用を促進するために、システムでの予約・案内が可能な公共
施設を増やし、住民活動の支援やサービスの充実を図り、圏域住民が気軽に公共施設を利
用できることを目指します。
【主な実施事業】
・おおいた公共施設案内・予約システム管理運営事業
・図書館相互連携準備事業

連携効果

圏域内の公共施設の予約・案内がシステムで行えるようになることにより、圏域住民の
利便性を向上させ、住民活動を支援・促進することができます。

おおいた公共施設案内・予約システム管理運営事業

（３）圏域全体の生活関連機能サービスの向上

公共施設の相互利用の促進

全市町

取組内容

圏域内の公共施設の相互利用を促進し、住民活動を支援するとともに、サービスの充実
を図る。

連携事業

幹事会
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関係市町

事業名

取組の評価と今後（令和４年度以降含む）の方針や考え方

---

令和
４年度

実施予定
事業

　健康診断の受診率の向上に向け市町の情報共有を図り、今後の周知方法を検討

予　算　額 ---

令和
３年度
実績

　健康診断の受診率の向上に向け市町の情報共有を図り、今後の周知方法を検討

決　算　額 ---

住民が地域で安心して生活を営めるよう、健康診断の受診に係る啓発や広域的な地域医
療情報のネットワークの構築などにも取り組むことにより、健康診断の受診率が高い状態
を目指します。

連携効果

健康診断の実施により、疾病の早期発見と診断結果を踏まえた特定保健指導等による疾
病の未然防止を通じて、医療費の抑制が期待できます。

---

（３）圏域全体の生活関連機能サービスの向上

健康診断の受診率向上

全市町

取組内容

住民が地域で安心して生活を営めるよう、健康診断の受診に係る啓発及び情報共有に取
り組むことにより、健康診断の受診率向上を図る。

連携事業

福祉保健部会
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関係市町

事業名

事業名

取組の評価と今後（令和４年度以降含む）の方針や考え方

　令和4年度から、大分市と由布市は連携協定を結び、大分市成年後見センターを活用した
相談支援等の機能強化に向けて各種取組を進めている。
　今後は、本年10月を目途に大分市成年後見センターの中核機関への移行と業務の広域化
について、大分市と由布市の両市で検討・調整を行うとともに、引き続き、他の連携自治
体と成年後見制度の利用促進に係る相談支援機能の強化に向けた協議を進めていく。

令和
４年度

実施予定
事業

「令和4年度大分都市広域圏推進会議第1回福祉保健部会」
開催日：令和5年2月（予定）
議　題：「大分市成年後見センター」の広域業務化について　その他

予　算　額 30,315千円

令和
３年度
実績

「令和3年度大分都市広域圏推進会議第1回福祉保健部会」
開催日：令和3年10月（新型コロナウイルス感染症予防により書面開催）
議　題：「大分市成年後見センター」の広域業務化について　その他

決　算　額 26,429千円

成年後見支援センター中核機関準備事業

福祉保健部会

高齢者ＳＯＳネットワーク事業を大分都市広域圏事業として実施して
いたが、平成３０年度から、県事業へと移行し、事業名を「大分あん
しんみまもりネットワーク事業」に改め、県内の全市町村が参加する
なかで事業を実施している。

高齢者、障がい者等が地域で安心して生活を営めるよう、医療、介護、介護予防、住ま
い及び自立した日常生活等の相談がしやすい環境づくりに努めます。

また、大分県下全域で取り組んでいる高齢者SOSネットワーク事業を通じて、認知症など
により高齢者が行方不明になった場合に各市町が連携して早期の発見・保護につながるよ
う支援します。
【主な実施事業】
・大分あんしんみまもりネットワーク事業
・成年後見支援センター中核機関準備事業

連携効果

専門的な知見を活用した課題解決や特殊なケースにおける対処法などの事例を各市町が
共有することで相談支援体制の充実が図られ、地域で生活するための安心・安全の確保が
期待できます。

大分あんしんみまもりネットワーク事業
担当部会 事業概要

（３）圏域全体の生活関連機能サービスの向上

相談支援機能の強化

全市町

取組内容

高齢者、障がい者等が地域で安心して生活を営めるよう、相談体制等に係る連携強化を
図るなど、支援体制の充実に取り組む。

連携事業

福祉保健部会
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関係市町

事業名

取組の評価と今後（令和４年度以降含む）の方針や考え方

　今後も小児救急医療体制を維持し、安心して子育てをする環境整備を図っていく。

令和
４年度

実施予定
事業

＜大分市　小児夜間急患センター＞
大分市を除く圏域からの受診者：66人（R4年4月～R4年8月）
・１ヶ月あたり13.2人（受診者数：641人〈大分市562人〉）

＜別府市　別府市保健センター内の夜間こども診療＞
別府市を除く圏域からの受診者：111人（R4年4月～R4年8月）
・１ヶ月あたり22.2人（受診者数：933人〈別府市691人〉）

予　算　額 50,884　千円　

令和
３年度
実績

＜大分市　小児夜間急患センター＞
大分市を除く圏域からの受診者：105人（R3年4月～R4年3月）
・1ヶ月あたり8.8人（受診者数：1231人〈大分市1095人〉）

＜別府市　別府市保健センター内の夜間こども診療＞
別府市を除く圏域からの受診者：322人（R3年4月～R4年3月）
・1ヶ月あたり26.8人（受診者数：2506人〈別府市1883人〉）

決　算　額 50,372　千円　

病児病後児保育や夜間救急など子どもの医療体制の整備や待機児童の解消に向けた取
組、関係団体等とも連携した子育て世代の悩み等の相談対応・交流などにより、圏域が子
どもを産み、育てやすい地域となることを目指します。
【主な実施事業】
・小児夜間急患センター運営支援事業
・病児・病後児保育事業

連携効果

子どもの高度な医療や救急医療の広域的な受け入れ体制を整えることで、圏域内で医療
を必要とする子どもに、必要な医療が迅速に提供されることが期待されます。

各市町や関係団体が有している子育て支援の取組やサービスの情報、ノウハウを共有す
ることで、子育て世代に対する相談対応や支援の内容の多様化や質の向上が期待できま
す。

小児夜間急患センター運営支援事業

（３）圏域全体の生活関連機能サービスの向上

地域子育て支援の充実

全市町

取組内容

地域で生まれた子どもたちを地域社会全体で育てていくため、子どもを産み、育てやす
い地域を目指して、子育て支援サービス等の質の向上、改善等を図るための連携を推進す
る。

連携事業

福祉保健部会
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事業名

取組の評価と今後（令和４年度以降含む）の方針や考え方

　今後も、病気で集団保育が困難な児童を一時的に預かることで、保護者の子育てと就労
の両立支援はもとより、対象児童を持つすべての住民の子育てを支援する。また、県や市
町村と連携し、事業内容等の検証を行いながら事業を継続していく。

令和
４年度

実施予定
事業

　県内18市町村において、引き続き事業を実施する。

予　算　額 ---

令和
３年度
実績

　県内18市町村で協定書を締結し、令和3年10月1日から広域化・ICT化を開始し
た。

決　算　額 873　千円　

病児・病後児保育事業
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関係市町

事業名

取組の評価と今後（令和４年度以降含む）の方針や考え方

　令和3年10月に実施予定であった「令和3年度大分都市広域圏小中学生交流大会（別府
市・日出町開催）」については、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止となっ
た。
　令和4年2月に第2回大分都市広域圏小中学生交流事業担当者会（書面会議）を開催した。
その中で、来年度の大分都市広域圏小中学生交流大会については、新型コロナウイルス感
染症の対策を講じながらの実施する方向で確認した。

令和
４年度

実施予定
事業

・令和4年度第1回大分都市広域圏小中学生交流事業担当者会の開催(5/27）
・令和4年度第2回大分都市広域圏小中学生交流事業担当者会の開催（8/26）
・令和4年度大分都市広域圏小中学生交流大会（別府市・日出町開催）を開催
（10/16）
・令和4年度第3回大分都市広域圏小中学生交流事業担当者会を開催予定（2/17）

予　算　額 90　千円　

令和
３年度
実績

・令和3年度第1回大分都市広域圏小中学生交流事業担当者会（書面会議）の開催
・令和3年度大分都市広域圏小中学生交流事業臨時担当者会（書面会議）の開催
・10月に実施予定であった「令和3年度大分都市広域圏小中学生交流大会（別府
市・日出町開催）」については、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止
・令和4年2月に令和3年度第2回大分都市広域圏小中学生交流事業担当者会（書面
会議）を開催

決　算　額 90　千円　

圏域では、観光や温泉、高品質で多様な農林水産物など、豊かな地域資源を有している
ことから、学校や地域を生かした交流等によって周知することで、圏域への理解と関心を
深めるとともに、圏域のよさに気付く機会となることを目指します。
　また、圏域の若い世代が交流活動をする中で、豊かな人間関係構築の促進を図ります。
【主な実施事業】
・大分都市広域圏小中学生交流事業
・郷土料理等の学校給食体験事業
・相互交流事業（農村民泊・スポーツ交流）

連携効果

圏域の出身者が圏域の特色ある豊かな資源等への理解と関心を深め、そのよさに気付
き、圏域の発展に関わろうとする意欲が育まれることが期待できます。

大分都市広域圏小中学生交流事業

（３）圏域全体の生活関連機能サービスの向上

広域的教育の連携

全市町

取組内容

　学校や地域の実情に応じ、特色ある教育活動を生かした交流等による連携を図る。

連携事業

幹事会
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事業名

事業名

取組の評価と今後（令和４年度以降含む）の方針や考え方

今後は、農泊、スポーツ交流に限定せず、文化・芸術など小学生(中学生・高校生)を対象
とした事業を検討し、実施していく。

令和
４年度

実施予定
事業

圏域の農家や古民家等での宿泊によって、農山漁村地域の伝統的な生活体験と地
域の人々との交流を楽しみ、それぞれの土地の魅力を味わってもらうとともに、
プロスポーツ選手と子どもたちのスポーツ交流を通じ、スポーツ文化の気運を広
域的に醸成することで将来にわたり、活気のある魅力的な圏域の推進を図る。
【時期】令和４年７月３０・３１日
【場所】農村体験・・・由布市　スポーツ交流・・・大分市
【参加者】２１名（大分県側８名　愛媛県側１３名）

予　算　額 2,000　千円　

取組の評価と今後（令和４年度以降含む）の方針や考え方

　今後も県内の特色ある農林水産物や地域の郷土料理を食育の一環として、圏域の学校給
食等に提供することで、地域の特色ある食文化・伝統に関する興味・関心と理解を深めて
いく。

【新規】相互交流事業（農村民泊・スポーツ交流）

令和
４年度

実施予定
事業

・11月に津久見市の「源兵衛さんごはん」を大分市の全校で実施予定。

予　算　額 ---

令和
３年度
実績

・臼杵市の郷土料理「黄飯とかやく」（実施校1校　実施回数1回　提供人数499
人）、臼杵市学校給食発祥の「南蛮煮」をアレンジした「じゃがいもの南蛮煮」
（実施校30校　実施回数33回　提供人数14,737人）を大分市の学校給食で提供し
た。
・大分市学校給食発祥の「トリニータ丼」を豊後大野市の学校給食で提供した。

決　算　額 ---

郷土料理等の学校給食体験事業

【由布市での竹かご作り体験の様子】

【大分三好ヴァイセアドラーの選手との集合写真】
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関係市町

事業名

取組の評価と今後（令和４年度以降含む）の方針や考え方

　今後も文化・芸術の振興を図るなかで、大分都市広域圏の市町と連携を強化し、事業の
構築等を図っていく。

令和
４年度

実施予定
事業

・第4回開校！野津原こどもアート学校
日時：令和5年3月頃 場所：旧野津原中部小学校 参加市町：竹田市(予定)
内容：野津原地域にてアーティストによるワークショップ・アトリエ公開等を実
施

予　算　額 700　千円　

令和
３年度
実績

・大分都市広域圏との連携によるアートイベント
内容：地域周遊型展覧会に広域圏のアーティストを招聘する。
期間：令和３年８月１８日～９月２０日
場所：野津原地域各所
参加市町：大分市、竹田市

決　算　額 2,500　千円　

各市町の特色ある文化・芸術活動を生かしたイベントの開催など、圏域が有する文化・
芸術の魅力を圏域内外へ発信し、地域の活性化や交流人口の拡大につなげることを目指し
ます。

また、地方移住を希望するアーティストに対する情報発信や移住及び移住後の活動に関
する支援を実施し、圏域がアーティストの移住・定住先として選ばれることを目指しま
す。
【主な実施事業】
・アートレジオン推進事業

連携効果

圏域内外のアーティストどうしやアーティストと圏域住民とがイベントの開催等を通じ
て交流する機会が増加することで、交流人口の拡大が期待されます。

また、各市町が取り組んでいる文化・芸術の振興施策の推進を後押しすることが期待さ
れます。

アートレジオン推進事業

（３）圏域全体の生活関連機能サービスの向上

文化・芸術の振興

全市町

取組内容

地域の特色ある文化・芸術活動を推進し、圏域内外の交流を促すことにより、交流人口
の拡大及び地域の活性化を図る。

連携事業

幹事会
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関係市町

事業名

事業名

取組の評価と今後（令和４年度以降含む）の方針や考え方

他市町と連携し、広域的なルートを活用したサイクリング大会を実施する。実施にあたっ
ては民間団体が主体となるよう働きかけや調整を行う。

令和
４年度

実施予定
事業

・民間主導によるサイクリング大会の実施(3月開催予定)
参加市町：大分市、竹田市、豊後大野市、由布市、九重町

予　算　額 1,000　千円　

令和
３年度
実績

　3SEEDS(株)が実施主体となり、サイクリング大会（やまなみハイウェイSPA 
RIDE2022）を実施。大会実施に向けて、担当者会議を開催。
・担当者会議の開催（8月、9月）
・令和4年3月27日（土）サイクリング大会（やまなみハイウェイSPARIDE2022）
の実施。関係市町については地域の魅力発信する観点から、エイドステーション
設置等の側面支援する形で大会に参加。
※関係市町（竹田市、豊後大野市、由布市、九重町）
イベント参加者数：56人

決　算　額 516　千円　

取組の評価と今後（令和４年度以降含む）の方針や考え方

　現行システムは令和５年度までの契約となっており、次回更新に向け、準備を始める。

【再掲】大分都市広域圏サイクリングイベント事業

令和
４年度

実施予定
事業

・予約システムの管理運営

予　算　額 14,170　千円　

令和
３年度
実績

・予約システムの管理運営

決　算　額 13,627　千円　

おおいた公共施設案内･予約システム等により圏域内の体育･文化施設等の相互利用を図
ることで住民が気軽に様々なスポーツに触れることができることを目指します。

また、感染症対策についてのノウハウを共有して集団感染等が起きないよう注意喚起を
図ります。
【主な実施事業】
・おおいた公共施設案内・予約システム管理運営事業
・大分都市広域圏サイクリングイベント事業

連携効果

圏域住民にスポーツ活動を通じた、健康の保持・増進及び地域交流を促進することが期
待されます。

【再掲】おおいた公共施設案内・予約システム管理運営事業

（３）圏域全体の生活関連機能サービスの向上

スポーツの振興

全市町

取組内容

スポーツ活動を通じた、健康の保持・増進及び地域交流を促進するため、住民が様々な
スポーツに触れる機会を幅広く提供するなど、スポーツの振興に取り組む。

連携事業

幹事会
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関係市町

事業名

事業名

取組の評価と今後（令和４年度以降含む）の方針や考え方

日豊海岸国定公園に点在する景勝地と地理学・地質学的な側面を掘り下げ、歴史的なまちの変化やい
きさつを空想・推測し、これらを地域的資源として魅力を発信、保全することで、地域独自の視点か
らの施策を展開する。

令和
４年度

実施予定
事業

令和4年5月18日：NHK大分放送局長宛て要望書を提出
令4年7月：NHK大分放送局へ詳細コンテンツの情報提供

予　算　額 ---

令和
３年度
実績

令和3年7月：津久見市へ誘致活動の協議
令和3年8月：臼杵市へ誘致活動の協議
令和3年11月：大分都市広域圏推進会議で情報発信の報告
　　　　　　企画書の作成と提案
令和3年12月：NHK大分放送局長へ情報提供

決　算　額 ---

取組の評価と今後（令和４年度以降含む）の方針や考え方

　引き続き、地域に残るキリシタン・南蛮文化遺産を地域の誇り・魅力として磨き上げていくため、
加盟自治体と連携・協力して情報発信を行っていく。

【新規】日豊海岸国定公園の地域資源を活用した
魅力発信準備事業

令和
４年度

実施予定
事業

・令和4年6月30日　第1回作業部会開催
・実行委員会開催予定（第1回・9月、第2回・12月、第3回・2月）
・作業部会開催予定（第2回・10月、第3回・11月、第4回・１月）

予　算　額 300　千円　

令和
３年度
実績

・令和3年7月19日　第1回作業部会開催
・令和3年9月16日　第2回作業部会開催
・令和3年9月30日　第1回実行委員会開催
・令和3年11月25日　第3回作業部会開催

決　算　額 300　千円　

圏域内の文化財等の保護に努め、キリシタン・南蛮文化交流事業を行うことで、地域の歴史・文化
に対する住民の認識を高めるとともに、圏域内外の活発な交流を目指します。

また、地域の歴史･文化に対する住民の認識を高めるため、施設公開やイベント等を開催するなど
魅力の発信に努めます。
【主な実施事業】
・キリシタン・南蛮文化交流事業
・日豊海岸国定公園の地域資源を活用した魅力発信準備事業

連携効果

中世遺跡を代表する大友氏遺跡、竹田市の岡城、豊後大野市のジオパークなど圏域で広域的に歴史
文化に触れることができ、地域の歴史・文化に対する住民の認識を高めるとともに、圏域内外の交流
の促進も期待できます。

キリシタン・南蛮文化交流事業

（３）圏域全体の生活関連機能サービスの向上

文化財等の保護及び活用

全市町

取組内容

圏域内の文化財等の保護に努め、それらを地域資源として活用し、地域の歴史・文化に対する住民
の認識を高めるとともに、圏域内外の交流を促進する。

連携事業

幹事会
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関係市町

事業名

取組の評価と今後（令和４年度以降含む）の方針や考え方

　大分都市広域圏移住ガイドブックの増刷、合同企業面接会（労働局・県・大分市等主
催）での同ガイドブックの設置を引き続き行う。
　また、各市町の移住・定住促進事業に関する現状や課題の共有、共同事業の検討等を目
的に開催している定期的な担当者会議は、各市町の移住・定住施策の効果向上に繋がって
いるため、これについても、引き続き行う。

令和
４年度

実施予定
事業

〇大分都市広域圏移住ガイドブックの増刷。
〇合同企業面接会（労働局・県・大分市等主催）での大分都市広域圏ガイドブッ
クの設置。
〇各市町の移住・定住促進事業に関する現状や課題の共有、共同事業の検討等を
目的に開催している定期的な担当者会議は、各市町の移住・定住施策の効果向上
に繋がっているため、引き続き開催。
〇9月に福岡市等に向けた8市町合同の移住広告出稿（無料)

予　算　額 466　千円　

令和
３年度
実績

〇8月13日及び12月29日に開催された合同企業面接会（労働局・県・大分市等主
催）で大分都市広域圏移住ガイドブック及び各市町の移住ガイドブックを設置。
〇6月14日及び2月1日に全8市町が参加する中で、大分都市広域圏移住・定住対策
担当者会議を開催。
〇3月に大分都市広域圏移住ガイドブックを増刷。
〇11月に福岡市等に向けた8市町合同の移住広告出稿(無料）

決　算　額 466　千円　

圏域内就職に関する説明会の開催や相談窓口の連携、圏域内での就業希望者と求職案件
マッチング運営などを行い、圏域内就職のサポートを目指します。

また、県外で開催されるUIJターン希望者向けの移住相談会に連携して参加し、就職先の
あっせん等を行います。

その他、求職者に向けた研修やセミナーを圏域市町で共同開催することで、就労支援を
図ります。
【主な実施事業】
・移住者就労促進事業

連携効果

説明会やマッチング事業を圏域で連携することによって、効率的な運営や、より効果的
な相手とのマッチングが可能となります。

また、研修等を共同で行うことにより、参加者が限られるテーマの受講者の確保も可能
となり、企画・運営に係る事務の効率化が期待できます。

移住・定住就労促進事業

（３）圏域全体の生活関連機能サービスの向上

雇用対策

全市町

取組内容

　若年求職者、女性、UIJターン希望者等の各種就労支援に取り組む。

連携事業

商工観光部会
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関係市町

事業名

取組の評価と今後（令和４年度以降含む）の方針や考え方

---

令和
４年度

実施予定
事業

　NPOをはじめとした各種団体と自治体が連携し、ネットワークコミュニティの
構築に向けた協議を進めている

予　算　額 ---

令和
３年度
実績

　NPOをはじめとした各種団体と自治体が連携し、ネットワークコミュニティの
構築に向けた協議を進めている

決　算　額 ---

各地域で市民活動に取り組んでいる住民やNPO団体、企業などが、市町の境を越えて交
流・活動できるよう支援することで、圏域全体の地域コミュニティが充実し、安心して住
み続けられる地域を目指します。

連携効果

地域住民・自治会やNPO団体、企業などの活動に行政が関与することにより、単独では交
流する機会が少ない人や団体との交流・連携が期待されます。

---

（３）圏域全体の生活関連機能サービスの向上

市民活動の推進

全市町

取組内容

圏域内における市民活動を促進するため、地域住民、NPO団体、企業等との交流及び活動
の支援に取り組む。

連携事業

幹事会
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関係市町

事業名

取組の評価と今後（令和４年度以降含む）の方針や考え方

　平成30年度から大分県内18市町村による、市長会町村会合同防災部会を組織し、県内市
町村間の連携強化に取り組んでいる。
　大規模災害発生時等における相互応援の円滑化及び地域防災力の向上を図るため、令和
３年度以降は、都市広域圏の構成市町に限定せず、県下全市町村での減災・防災体制の充
実を図る。 
※大規模災害を想定した場合には、広域圏の構成市町のみで相互応援を行うことは現実的
ではない。

令和
４年度

実施予定
事業

・市長会町村会合同防災部会　8月10日開催
18市町村防災担当課長、大分県防災対策企画課、大分地方気象台　計28名

予　算　額 22,240　千円　

令和
３年度
実績

・市長会町村会合同防災部会　会議開催
　※8月18日に開催予定であったが、コロナの感染拡大を受け中止
・災害用備蓄物資の情報共有（書面照会により状況を把握）
・各自治体独自の取り組み事例の確認

決　算　額 18,145　千円　

圏域内の各市町において、自主防災組織等の設置や防災意識の向上に努めるとともに、
防災林・ダム・堤防など広域に影響する減災設備の整備を進め、減災・防災を目指しま
す。

また、災害発生時には、適切な情報提供とともに、災害対策本部間の連携や復旧に向け
た支援等の受け入れを図ります。
【主な実施事業】
・災害時における相互応援

連携効果

　自主防災組織等の設置や防災意識の向上により、地域防災力の向上が期待されます。
また、災害発生時に各市町が連携して取り組むことで効果的な災害対応、相互応援、復

旧ができるようになります。

災害時における相互応援

（３）圏域全体の生活関連機能サービスの向上

減災・防災体制の充実

全市町

取組内容

大規模災害発生時等における相互応援の円滑化及び地域防災力の向上を図るため、減
災・防災体制の充実を図る。

連携事業

防災部会
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関係市町

事業名

取組の評価と今後（令和４年度以降含む）の方針や考え方

　定期的に一般廃棄物処理施設整備部会や6市副市長による意見交換を開催することで、6
市共通認識の元、事業を進めている。
　令和4年度は整備事業受託候補者を選定し、令和5年度には契約・着工を予定している。
【今後の予定】
〇令和3～4年度・・・整備事業受託候補者の選定
〇令和5～9年度・・・実施設計、建設工事（契約締結日～令和9年9月30日）
〇令和9年度～ ・・・供用開始（令和9年10月1日～令和29年3月31日）

令和
４年度

実施予定
事業

・大分県土地開発公社が先行取得する建設予定地の買い戻し
・整備事業受託候補者の選定（契約締結は令和5年第2回定例会を予定）

予　算　額 2,185,512　千円　

令和
３年度
実績

・一般廃棄物処理施設整備部会を3回開催（平成29年度からの通算28回）
・6市副市長による意見交換を2回開催（平成30年度からの通算9回）
・整備（建設・運営）事業受託候補者を選定するため、外部有識者等で構成され
る「新環境センター整備事業受託候補者選定委員会」を設置した。

決　算　額 129,456　千円　

新環境センターの整備をはじめ、一般廃棄物処理や地球温暖化対策を広域で推進し、資
源循環型社会の形成及び低炭素社会の実現に向けた取組を進めることで、脱炭素社会の実
現への寄与を目指します。
【主な実施事業】
・新環境センター整備事業

連携効果

老朽化を迎えた施設を新たな施設に建て替える際、広域に共同処理を行う体制を整える
ことで、スケールメリットの享受を図るとともに、人口減少社会にあって、単独自治体で
は今後維持管理が困難になる大規模施設の運用の観点からも将来にわたり安全で安定的な
運用が可能になることが期待されます。

新環境センター整備事業

（３）圏域全体の生活関連機能サービスの向上

一般廃棄物の広域処理

大分市、臼杵市、津久見市、竹田市、豊後大野市、由布市

取組内容

資源循環型社会及び低炭素社会の形成を図るため、地球温暖化対策の推進及び一般廃棄
物の広域的処理に取り組む。

連携事業

一般廃棄物処理施設整備部会
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関係市町

事業名

事業名

取組の評価と今後（令和４年度以降含む）の方針や考え方

　設計・施工期間を経て令和６年度１０月に施設の供用開始を目指す。

令和
４年度

実施予定
事業

・広域化については、後日、参画表明した１市と協定書の締結を行う。
・広域化による国の財政支援を受けるため、事務委託に関する規約締結（議会
承認要）の事前準備を行う。

予　算　額 216,000　千円　

令和
３年度
実績

　令和３年４月に募集要項等を公表した。
　今後、令和３年１１月に優先交渉権者を決定し、令和４年１月に事業者との
契約を行った。
　また広域化に向けては、県内７市町と協定書の締結を行った。

決　算　額 ---

取組の評価と今後（令和４年度以降含む）の方針や考え方

  啓発パンフレットの増刷及び配布によりプラスチックごみ問題についての啓発を行うこ
とができた。（海洋プラスチックごみ問題）
　さらに、協議中であった「大分都市広域圏プラスチックごみ対策アクションプラン」を
策定し各市町にて取組を行う。

下水汚泥燃料化事業

令和
４年度

実施予定
事業

・大分都市広域圏プラスチックごみ対策アクションプランの策定。
・アクションプランに基づく各市町でのプラスチックごみ対策の実施。

予　算　額 435　千円　

令和
３年度
実績

・啓発パンフレットの増刷及び配布（海洋プラスチックごみ問題)。
・大分都市広域圏プラスチックごみ対策アクションプラン策定の協議。

決　算　額 50　千円　

一般廃棄物の資源化や排出量削減などについて圏域住民へ啓発活動を行うほか、各市町
の一般廃棄物の減量やリサイクル推進の取組・ノウハウを共有することで、マイクロプラ
スチックなど近年問題となっている新たな問題の研究などに連携して取り組み、圏域全体
で資源循環型社会の形成を目指します。
【主な実施事業】
・循環型社会形成推進事業
・下水汚泥燃料化事業

連携効果

各市町の取組状況やノウハウを共有し、新たな問題の研究に連携して取り組むことによ
り、各市町で展開される資源循環型社会形成の取組の質の向上が期待できます。

また、啓発活動を圏域で実施することにより、資料の作成や配布などの事務作業の効率
化に加え、活動に対しより多くの住民が参加することで住民どうしでの課題解決に向けた
活動の創出が期待できます。

資源循環型社会形成推進事業

（３）圏域全体の生活関連機能サービスの向上

資源循環型社会の形成

大分市、別府市、日出町

取組内容

　資源循環型社会の形成を図るため、一般廃棄物の資源化及び排出量の削減に取り組む。

連携事業

環境部会
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関係市町

事業名

取組の評価と今後（令和４年度以降含む）の方針や考え方

　ここ数年で大分市をはじめ複数の自治体でアライグマの捕獲頭数が増加している。連携
自治体は人員不足や時間不足、予算不足等様々な課題を抱えているなか、各市町に合った
自律的な対策を検討していく。また、アライグマ以外の特定外来生物についても情報交換
しながら防除を推進していく。

令和
４年度

実施予定
事業

〇大分都市広域圏環境部会
・令和4年7月22日　第1回（Web会議）・令和5年2月　第2回開催予定
〇特定外来生物担当者会議
・令和4年11月　第1回開催予定　　　・令和5年1月　第2回開催予定
〇他市町からアライグマ防除への見学希望があれば、受入する予定。
〇別府市で、巣箱型わなの増設を予定。

予　算　額 560　千円　

令和
３年度
実績

〇大分都市広域圏環境部会
・令和3年5月25日　第1回（書面会議）・令和4年2月10日　第2回（書面会議）
〇特定外来生物担当者会議
・令和3年7月13日　第1回　・令和3年12月27日　第2回（書面会議）
〇本市のアライグマ防除の担当職員の通常業務に同行し、実際の現場で防除の手
順及び手法を見学する。7月27日（別府市）、7月28日（由布市、豊後大野市）
〇別府市で令和4年1月に、クリハラリスらしき生物を自動撮影カメラの映像で確
認。

決　算　額 560　千円　

生態系、人、農林水産物等への被害を及ぼすおそれのあるアライグマ等の特定外来生物
の圏域内外からの一掃に向け、広域防除を目指します。市町の各境界等にモニタリングカ
メラを設置し、アライグマの生息調査を実施しながら必要に応じて捕獲器を設置し効果的
な捕獲を図ります。
【主な実施事業】
・特定外来生物広域防除事業

連携効果

全市町共通の様式を用いた情報の整理、全自動撮影カメラの貸与・設置・報告体制の確
立を図るほか、モデル市町における巣箱型わなの設置・運用を主軸にすることで効果的に
連携したアライグマ防除が期待できます。

特定外来生物広域防除事業

（３）圏域全体の生活関連機能サービスの向上

特定外来生物の広域防除

全市町

取組内容

生態系、人、農林水産物への被害を及ぼすおそれのある特定外来生物の圏域内外からの
一掃に向け、広域防除に取り組む。

連携事業

環境部会
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関係市町

事業名

取組の評価と今後（令和４年度以降含む）の方針や考え方

---

令和
４年度

実施予定
事業

　水源流域の環境保全についての課題の共有や連絡体制の構築を検討

予　算　額 ---

令和
３年度
実績

　水源流域の環境保全についての課題の共有や連絡体制の構築を検討

決　算　額 ---

水源流域の現状把握及び水環境の有効的な改善を行うため、情報共有・連絡体制の構築
を目指します。安心しておいしく飲める水を提供するために、水道水源である河川の水質
保全を図るとともに浄水施設能力や水質管理体制の充実・強化に努めます。

連携効果

水源流域の環境保全について課題の共有や広域での汚濁防止、水質保全に向けた啓発な
どを各市町と連携して行うことで、水源流域の水環境の改善が期待できます。

---

（３）圏域全体の生活関連機能サービスの向上

水源流域の水環境の改善

全市町

取組内容

水源流域の現状把握及び水環境の有効的な改善を行うため、情報共有・連絡体制の構築
を図る。

連携事業

環境部会
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事業名

取組の評価と今後（令和４年度以降含む）の方針や考え方

　災害情報・活動情報の一元管理による相互応援の迅速化等に加え、消防指令システムの
設備・運用に係る財政・人員負担の軽減など、将来にわたり安定した消防力の確保を図る
ため、全県一区で令和６年中の共同運用開始に向けて準備を進めていく。

令和
４年度

実施予定
事業

・指令システム調達の契約（６月議会への議案上程）
・指令システム整備（～令和６年度）
・指令業務の運用に必要な図書の作成
（派遣に関する協定、業務水準確保に必要な体制やルールの整備等）

予　算　額 500　千円　

令和
３年度
実績

・参加消防本部（自治体）から大分市が受ける「事務の委託」規約の議会承認
（令和6年4月以降の共同運用開始後に係る分）
・大分県域消防指令業務共同運用事業計画書策定
（共同運用に係る運用方式、施設整備方針、組織、費用負担等に関する基本的事
項を定めたもの）
・共同運用する指令システムの受託候補事業者選定プロポーザルの実施

決　算　額 26,126　千円　

圏域外の大分県内の自治体も含めた消防通信指令の共同運用や各市町と連携した消防職
員合同訓練などにより救急搬送体制を強化し、どの地域においても迅速かつ的確に人命を
救うことができる体制の構築を目指します。
【主な実施事業】
・消防指令業務の共同運用に係る準備事業

連携効果

救急搬送に係る最新のシステムや設備等を共通化することで、各市町が単独で実施する
よりも業務の質・効率の向上が期待できるほか、体制整備に係るコストについてもスケー
ルメリットにより各市町の負担が軽減されることが期待できます。

消防指令業務の共同運用に係る準備事業

（３）圏域全体の生活関連機能サービスの向上

救急搬送体制の連携強化の推進

全市町

取組内容

広域的な視点に立ち、人命重視の救急活動を行い、救急搬送体制の連携強化に取り組
む。

連携事業

防災部会
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関係市町

事業名

事業名

取組の評価と今後（令和４年度以降含む）の方針や考え方

　「みんなののりもの便利帳」の掲載内容の更新や施設の追加、インターネット上で閲覧
できる専用サイトの新設等について、連携市町と検討する。

令和
４年度

実施予定
事業

 大分市都市広域マップ「みんなののりもの便利帳」を掲載施設等で配布する。

予　算　額 0　千円　

令和
３年度
実績

　大分市都市広域マップ「みんなののりもの便利帳」を掲載施設等で配布。

決　算　額 0　千円　

取組の評価と今後（令和４年度以降含む）の方針や考え方

　自動運転やMaaS等の新たなモビリティサービスについて、各市町で進めている取組事例
について都市広域圏内で情報共有を進める。

バス等の公共交通広域マップ周知事業

令和
４年度

実施予定
事業

　自動運転について、大分市が実施した実験運行の結果をとりまとめた資料を共
有する。

予　算　額 61,469　千円　

令和
３年度
実績

　過疎地域における移動手段の確保やドライバー不足への対応など、地域公共交
通の課題解決に資する自動運転について、大分市が実施する実験運行に圏域市町
の職員にも乗車してもらうことで、自動運転技術の活用を検討する機会を創出し
た。（佐賀関の実験：４市１町が参加、大分駅周辺の実験：４市が参加）また、
大分市が実施する実験運行の結果をとりまとめた資料を共有した。

決　算　額 61,728　千円　

深刻なドライバー不足が進む地域公共交通ネットワークの維持に向け、自動運転車両の
実験運行を進めるとともに、オープンデータの活用やAI、MaaS等、新たな技術を活用し、
圏域市町住民や来訪者などの利便性や効率性の向上に努めます。
【主な実施事業】
・自動運転車両の実験運行事業
・バス等公共交通広域マップ周知事業
・公共交通予約システム準備事業
・MaaSの調査・検討

連携効果

新たな技術が実用化されることで、地域公共交通ネットワークの維持・形成が進むとと
もに、ストレスなく快適に移動できる環境が整備されることが期待できます。

自動運転車両の実験運行事業

（３）圏域全体の生活関連機能サービスの向上

地域公共交通ネットワークの維持・形成

全市町

取組内容

地域住民の移動手段の確保、利便性の向上等を図るため、地域公共交通ネットワークの
維持・形成に連携して取り組む。

連携事業

都市基盤部会
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事業名

取組の評価と今後（令和４年度以降含む）の方針や考え方

　大分市が実施した「ふれあい交通運行事業運行管理システム実証実験」の結果につい
て、都市広域圏内で情報共有を図る。

令和
４年度

実施予定
事業

　大分市が実施した「ふれあい交通運行事業運行管理システム実証実験」の結果
について、都市広域圏内で情報共有を図る。

予　算　額 0　千円　

令和
３年度
実績

　大分市が実施している「ふれあい交通運行事業」において、「ふれあい交通運
行事業運行管理システム」について実証実験を行った。

決　算　額 0　千円　

公共交通予約システム準備事業
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関係市町

事業名

取組の評価と今後（令和４年度以降含む）の方針や考え方

　今後も情報発信等の取組を通じて、豊予海峡ルートの実現に向けた機運の醸成を図って
いく。

令和
４年度

実施予定
事業

　豊予海峡ルートに関する調査・分析や有識者による寄稿集の作成等、これまで
実施してきた取組みを発展させ、更なる機運の醸成を図るため、５月３０日(月)
に東京で「豊予海峡ルート推進シンポジウム」を開催した（東京会場・大分サテ
ライト会場・WEB視聴含めて約３００名が参加）。また、１０月１３日(木)、１
４日(金)には、大分市で「豊予海峡ルート推進に関する勉強会」を開催し、愛媛
県・大分県の関係自治体や日本青年会議所、ＪＲ九州等に参加をいただく等、豊
予海峡ルートの意義について相互理解を深め、九州全体の国土強靭化に必要な取
組みであることを確認する。

予　算　額 10,000　千円　

令和
３年度
実績

　豊予海峡ルートの整備によってもたらされる経済・社会効果等の調査・分析を
行った。スーパー・メガリージョンと豊予海峡ルートに関する調査、豊予海峡
ルートを民間活力で建設する場合の検討、豊予海峡ルートの意義や必要性につい
て、様々な分野の有識者から意見を頂き、寄稿集「豊予海峡ルート推進に関する
論集」を作成した。

決　算　額 14,560　千円　

市町を横断する主要幹線道路の整備促進に向け、各市町で一体となって、国・県など関
係機関へ働きかけを行い、道路の利便性向上の実現を目指します。
　また、各市町の道路整備予定を共有し、計画的な広域道路網の整備を進めていきます。

連携効果

広域幹線道路の整備を実際に行う他関係機関へ、各市町で連携して働きかけることによ
り、影響力を向上させることができます。

また、各市町の道路整備予定を共有・調整することで、道路ネットワークを効率的に整
備することができます。

【再掲】豊予海峡ルート推進事業

（３）圏域全体の生活関連機能サービスの向上

広域幹線道路網の整備促進

全市町

取組内容

圏域内の交通の円滑化を図るとともに、防災性と代替性に富む多極ネットワーク型の地
域構造を構築するため、高規格道路網をはじめとする広域幹線道路網の整備を促進する。

連携事業

都市基盤部会
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関係市町

事業名

取組の評価と今後（令和４年度以降含む）の方針や考え方

　外国人観光客へのインターネットアクセス環境の提供や情報発信力の向上を目的に、大
分市・別府市・由布市で連携し無料公衆無線LAN（Onsen Oita Wi-Fi City）の整備を行
い、現在79施設でサービス提供を行っている。
　今後も引き続き、アクセスポイントの整備拡充の検討を行い、外国人をはじめ観光客の
利便性の向上や情報発信に取り組む。

令和
４年度

実施予定
事業

【拠点数】
大分市：５０施設
別府市：１９施設（北浜温泉テルマス：施設廃止に伴うサービス停止R4.4.1）
由布市：１０施設　　合計７９施設
各拠点の安定運用に努める

予　算　額 11,711　千円　

令和
３年度
実績

【拠点数】
大分市：５０施設
別府市：２０施設
由布市：１０施設　　合計８０施設
大分市「のつはる天空広場」にて、LTE回線から光回線へ変更を実施

決　算　額 12,368　千円　

広域的にサービス提供をしている無料公衆無線LAN環境の整備の継続及びサービス提供に
関する周知活動を実施し、住民や国内外の観光客等が地域の観光や、防災等の情報を取
得・活用し易い環境を整備・周知することで、生活における利便性や観光における回遊性
の向上を目指します。

また、行政手続の電子化や業務システムの共同利用に向けて各市町が連携して取り組
み、行政手続の簡素化や行政事務コストのスリム化を実現することで、充実した市民サー
ビスの提供を目指します。
【主な実施事業】
・無料公衆無線LAN推進事業
・クラウド型システムによる上下水道台帳総合システム整備事業

連携効果

アクセスポイントの拡大を図ることにより、住民をはじめ国内外から訪れる観光客の利
便性の向上や情報発信が期待できます。

住民に多様な情報を公開することで、生活の利便性の向上を図るとともに住民や企業・
団体などと行政が連携した圏域での課題解決に向けた気運の醸成が期待できます。

手続や業務が電子化、デジタル化することで、人口減少社会においても安定して質の高
い行政サービスを提供できることが期待できます。

無料公衆無線ＬＡＮ推進事業

（３）圏域全体の生活関連機能サービスの向上

広域的な情報ネットワークの整備

全市町

取組内容

住民、観光客等の利便性及び回遊性の向上を図るとともに、地域の観光、防災等の情報
を即時に発信するため、広域的な情報ネットワークの整備を促進する。

連携事業

デジタル部会

44 ページ



事業名

取組の評価と今後（令和４年度以降含む）の方針や考え方

開発期間を経て令和5年1月までにシステムの供用開始を予定。
供用開始後の他自治体の途中参加は可。県内自治体への共同利用の呼びかけを継続する。

令和
４年度

実施予定
事業

　日本水道協会大分県支部及び大分県下水道協会の活動や大分県水道ビジョンの
取組みを通して県内自治体にシステムの共同利用を呼びかける。

予　算　額 ---

令和
３年度
実績

　日本水道協会大分県支部及び大分県下水道協会の活動や大分県水道ビジョンの
取組みを通して県内自治体にシステムの共同利用を呼びかける。
　大分市で事業者を決定して契約。契約後は、共同利用を具体的に検討してもら
うため、仕様及び費用負担（案）についての詳細な情報共有。

決　算　額 ---

【再掲】クラウド型システムの共同利用による上下水道施設台帳の整備
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関係市町

事業名

取組の評価と今後（令和４年度以降含む）の方針や考え方

　広域圏就農相談会については、新型コロナウィルス感染症拡大の影響で令和3年度は中止
した。令和4年度については、状況を考慮し、感染対策を取ったうえで実施する。

令和
４年度

実施予定
事業

令和5年2月19日（日）に開催予定

予　算　額 2,585　千円　

令和
３年度
実績

新型コロナ感染症拡大の影響で就農相談会中止

決　算　額 133　千円　

　各市町で農業技術、圏域内の農地、新規就農者等に関する情報を連携し、農業者及び就
農希望者への効果的な情報提供を行うとともにロボット技術やビッグデータなどの新たな
技術の導入・活用の支援などにより、圏域内農業の生産性向上とそれを支える人材の確
保・育成を図ります。
　就農支援ガイドブックの活用や都市圏で毎年開催されている就農相談会における圏域の
ブースの出展、新規就農バスツアーなどについて内容の充実を図り、新たな担い手の確保
を目指します。
【主な実施事業】
・担い手確保対策事業
・農業体験ツアー開催事業
・農業PR動画普及啓発事業

連携効果

就農者への効果的な情報提供や新たな技術の導入・活用などにより野菜・花きをはじめ
多様な産品を有する圏域内農業の強みの長期的な維持・発展が期待できます。

広域圏就農相談会等を企画し、ガイドブックを活用しながら本圏域の農業についてさら
なるPRに努める中で、圏域での担い手の確保・育成が期待できます。

担い手確保対策事業

（３）圏域全体の生活関連機能サービスの向上

農林水産物の生産振興

全市町

取組内容

農業技術、圏域内の農地、新規就農者等に関する情報の共有化を図り、規模拡大を目指
す農業者及び就農希望者に情報を提供するなど、生産性向上並びに担い手及びそれを支え
る人材の確保・育成に取り組む。

連携事業

農林水産部会
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事業名

事業名

取組の評価と今後（令和４年度以降含む）の方針や考え方

　今後も、大分市公式ホームページの動画サイトで公開する。

令和
４年度

実施予定
事業

・大分市公式ホームページの動画サイトで公開

予　算　額 ---

令和
３年度
実績

・大分市公式ホームページの動画サイトで公開

予　算　額 ---

取組の評価と今後（令和４年度以降含む）の方針や考え方

これまで本事業を通しての新規就農が見込めなかったため、新規就農が見込める担い手確
保対策事業（就農相談会等）に力を入れて取組んでいく

農業ＰＲ動画普及啓発事業

令和
４年度

実施予定
事業

開催予定なし。

予　算　額 ---

令和
３年度
実績

開催していない。

決　算　額 ---

農業体験ツアーの開催事業
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関係市町

事業名

取組の評価と今後（令和４年度以降含む）の方針や考え方

　大分ジビエ振興協議会（事務局：大分県）に参加し、連携都市との情報共有を図ること
ができた。今後も道の駅のつはるにてジビエ料理を提供し、引き続きジビエの認知度を広
めていく。

令和
４年度

実施予定
事業

　大分ジビエ振興協議会（事務局：大分県）に参加し、連携都市との情報共有を
図ることができた。今後も道の駅のつはるにてジビエ料理を提供し、引き続きジ
ビエの認知度を広めていく。

予　算　額 ---

令和
３年度
実績

　大分ジビエ振興協議会（事務局：大分県）に参加し、連携都市との情報共有を
図る。道の駅のつはるにてジビエ料理を提供し、引き続きジビエの認知度を広め
た。

決　算　額 ---

鳥獣被害対策の効果を向上させるため、イノシシ、シカ、サル等、農林業に被害を及ぼ
す鳥獣の生息実態等の情報を共有するとともに、効率的な予防及び捕獲に向けた連携を図
ります。
【主な実施事業】
・ジビエ利活用支援事業

連携効果

新型コロナウイルス感染症流行の影響などにより、田園回帰の気運やジビエ等の過疎地
域の地域資源への関心が高まっていることから、狩猟を行う担い手の高齢化に対し、効果
的な鳥獣対策を行うことができるICT等の先端技術を有する企業等の誘致が期待されます。

ジビエ利活用支援事業

（３）圏域全体の生活関連機能サービスの向上

有害鳥獣の広域防除

全市町

取組内容

鳥獣被害対策の効果を向上させるため、イノシシ、シカ、サル等、農林業に被害を及ぼ
す鳥獣の生息実態等の情報を共有するとともに、効率的な予防及び捕獲に向けた連携を図
る。

連携事業

農林水産部会
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担当部会：
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関係市町

事業名

事業名

地域特産物の生産、加工及び販売について広域的な視点に立ち、圏域内外への消費拡大
につながるような情報発信を目指します。
　圏域の食材を活用して提供される「豊後料理」を提供する店舗の拡大、PRに努めます。
【主な実施事業】
・ブランドづくり対策事業
・豊後料理普及PR事業
・おおいたマルシェ開催事業

連携効果

大分駅南側の大分いこいの道広場で行っている「おおいたマルシェ」を引き続き開催す
ることで圏域内地産地消のさらなる推進を図るとともに、「豊後料理」を提供する店舗の
拡大、PRにより観光客をはじめ圏域外への消費拡大が期待できます。

ブランドづくり対策事業

（３）圏域全体の生活関連機能サービスの向上

農林水産物の消費拡大

全市町

取組内容

地域特産物の生産、加工及び販売について広域的な視点に立ち、圏域内外への消費拡大
を目指した情報発信等に取り組む。

連携事業

農林水産部会

令和
４年度
実施予定
事業

○バイヤー招へいによる商談会の開催予定。

予　算　額 426　千円　

令和
３年度
実績

〇展示商談会への出展(アグリフードEXPO大阪)
　※新型コロナウイルスの影響により、事業実施を見送った。
○バイヤー招へいによる商談会の開催
令和４年３月１５日（火）開催　招へいバイヤー①㈱大寿②㈱日本百貨店

決　算　額 230　千円　

取組の評価と今後（令和４年度以降含む）の方針や考え方

　展示商談会への出展(アグリフードEXPO大阪については、新型コロナウイルスの影響に
より効果的なPRが難しいと考え、令和４年度についても引き続き出展を見送ることとし
た。
　バイヤー招へいによる商談会については、効果的な商談先を検討しながら今年度中に１
回開催予定である。

豊後料理普及PR事業

令和
４年度
実施予定
事業

・10～11月をメイン期間とし、豊後料理を提供する店舗を募集。
・豊後料理をPRする取組みを実施する。

予　算　額 5,592　千円　

令和
３年度
実績

・10～11月をメイン期間とし、豊後料理を提供する店舗を募集した。
・豊後料理をPRする取組みを実施した。

決　算　額 5,843　千円　

取組の評価と今後（令和４年度以降含む）の方針や考え方

　イベントの実施やSNSの活用の他、効果的なPR方法を検討していく。
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事業名

取組の評価と今後（令和４年度以降含む）の方針や考え方

来年度以降も開催予定であり、今後も継続してＰＲ方法を検討し、本市産品の情報発信と
地産地消の啓発を図っていく。

令和
４年度
実施予定
事業

令和４年１１月１２日（土）・１３日（日）に大分いこいの道広場で実施予
定。
「おおいたの食」と農林水産物の「地産地消」をテーマとしたイベントで、来
場者に対し、本市産品の情報発信と地産地消の啓発を図る。

予　算　額 8,350　千円　

令和
３年度
実績

令和３年１１月６日（土）・７日（日）に大分いこいの道広場で実施。
「おおいたの食」と農林水産物の「地産地消」をテーマとしたイベントで、来
場者に対し、本市産品の情報発信と地産地消の啓発を図った。

決　算　額 8,476　千円　

おおいたマルシェ開催事業
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関係市町

事業名

取組の評価と今後（令和４年度以降含む）の方針や考え方

　大分都市広域圏移住ガイドブックの増刷、合同企業面接会（労働局・県・大分市等主
催）での同ガイドブックの設置を引き続き行う。
　また、各市町の移住・定住促進事業に関する現状や課題の共有、共同事業の検討等を目
的に開催している定期的な担当者会議は、各市町の移住・定住施策の効果向上に繋がって
いるため、これについても、引き続き行う。

令和
４年度

実施予定
事業

〇大分都市広域圏移住ガイドブックの増刷。
〇合同企業面接会（労働局・県・大分市等主催）での大分都市広域圏ガイドブッ
クの設置。
〇各市町の移住・定住促進事業に関する現状や課題の共有、共同事業の検討等を
目的に開催している定期的な担当者会議は、各市町の移住・定住施策の効果向上
に繋がっているため、引き続き開催。
〇9月に福岡市等に向けた8市町合同の移住広告出稿（無料)

予　算　額 466　千円　

令和
３年度
実績

〇8月13日及び12月29日に開催された合同企業面接会（労働局・県・大分市等主
催）で大分都市広域圏移住ガイドブック及び各市町の移住ガイドブックを設置。
〇6月14日及び2月1日に全8市町が参加する中で、大分都市広域圏移住・定住対策
担当者会議を開催。
〇3月に大分都市広域圏移住ガイドブックを増刷。
〇11月に福岡市等に向けた8市町合同の移住広告出稿(無料）

決　算　額 466　千円　

移住・定住希望者の様々なニーズに対応するため、地域の特性を生かした移住・定住対
策を図ります。

また、近年のライフスタイルの変遷に対応し、複数の地域に生活拠点を持つ多拠点生活
など、圏域人口の維持に向けた取組を推進します。
【主な実施事業】
・移住者就労促進事業
・アートレジオン推進事業

連携効果

圏域内に存在する地域資源の活用や磨き上げを行い、圏域内外に向けての情報発信や他
分野と複合的な取組を行うことで、効果的な移住･定住対策につなげることが期待されま
す。

【再掲】移住・定住就労促進事業

（３）圏域全体の生活関連機能サービスの向上

移住・定住対策

全市町

取組内容

移住・定住希望者の様々なニーズに対応するため、地域の特性を生かした移住・定住対
策に取り組む。

連携事業

商工観光部会
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事業名

取組の評価と今後（令和４年度以降含む）の方針や考え方

　今後も文化・芸術の振興を図るなかで、大分都市広域圏の市町と連携を強化し、事業の
構築等を図っていく。

令和
４年度

実施予定
事業

・第4回開校！野津原こどもアート学校
日時：令和5年3月頃 場所：旧野津原中部小学校 参加市町：竹田市(予定)
内容：野津原地域にてアーティストによるワークショップ・アトリエ公開等を実
施

予　算　額 700　千円　

令和
３年度
実績

・大分都市広域圏との連携によるアートイベント
内容：地域周遊型展覧会に広域圏のアーティストを招聘する。
期間：令和３年８月１８日～９月２０日
場所：野津原地域各所
参加市町：大分市、竹田市

決　算　額 2,824　千円　

【再掲】アートレジオン推進事業
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関係市町

事業名

事業名

取組の評価と今後（令和４年度以降含む）の方針や考え方

令和3～4年度の間で第2期となる未来創造塾が開講した。圏域の自治体が抱えている単独自
治体では解決できない課題について、圏域内の若手職員による政策研究を行い、今年度の
大分都市広域圏推進会議での政策提案を行う。

令和
４年度

実施予定
事業

・令和4年11月4日　推進会議にて政策提案を行う
提案内容
①大分都市広域圏内における学生の就職率向上施策について
②人材育成について 
③出会い・交流について

予　算　額 ---

令和
３年度
実績

・令和3年5月21日　開講・第1回会議開催
・令和3年7月28日　大分県総務部長より講話を受講
・令和3年7月29・30日　大分県自治人材センター主催　政策立案研修受講
・令和3年度大分都市広域圏推進会議で中間報告

決　算　額 ---

取組の評価と今後（令和４年度以降含む）の方針や考え方

　今後も、圏域全体の職員の資質及び公務能力の向上と、連携強化を目的とした圏域職員
研修事業に取り組んでいく。

大分都市広域圏第2期未来創造塾

令和
４年度

実施予定
事業

・令和5年1月頃　教養講座実施予定（対象者：一般職員及び管理職員）

予　算　額 1,320　千円　

令和
３年度
実績

・令和4年1月17・19日　教養講座開催（対象者：一般職員及び管理職員）

決　算　額 1,320　千円　

各市町合同での研修開催や職員の相互派遣など、人材育成のノウハウの向上や人材交流
の強化に取り組み、職員の資質及び公務能力の向上を図ります。
【主な実施事業】
・連携強化のための圏域職員研修事業
・大分都市広域圏第2期未来創造塾

連携効果

圏域自治体の若手職員からなる「未来創造塾」において、圏域の課題の抽出、その対応
策について政策提案を行うことで、今後も変化していく社会情勢に対応できる高度な人材
の育成につながることが期待されます。

連携強化のための圏域職員研修事業

（３）圏域全体の生活関連機能サービスの向上

人材育成・交流

全市町

取組内容

職員の資質及び公務能力の向上を図るため、職員の相互派遣及び交流の強化に取り組
む。

連携事業

幹事会
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重要業績指標（ＫＰＩ）

令和３年度実績

及び

令和４年度見込
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（１）圏域全体の経済成長のけん引

目標値 実績値 達成状況 目標値 目標値

1 累積 76 件 105 件 138.16% 78 件 84 件

2 単年 326 人 210 人 64.42% 326 人 326 人

3 単年 60 件 17 件 28.33% 60 件 60 件

4 単年 44,500 人 1,992 人 4.48% 44,500 人 44,500 人

5 単年 46 件 88 件 191.30% 46 件 46 件

6 単年 25,000,000 人 14,791,376 人 59.17% 25,000,000 人 25,000,000 人

（２）高次の都市機能の集積・強化

目標値 実績値 達成状況 目標値 目標値

段 ボ ー
ル ベ ッ
ド

単年 3,400 台 3,932 台 115.65% 3,400 台 3,400 台

マスク 単年 815,000 枚 1,358,592 枚 166.70% 815,000 枚 815,000 枚

ア ル
コ ー ル
消毒液

単年 3,400 本 3,998 本 117.59% 3,400 本 3,400 本

2 単年 25,000,000 人 14,791,376 人 59.17% 25,000,000 人 25,000,000 人

3 単年 60 件 139 件 231.67% 60 件 60 件

大都市圏等における
販路拡大イベントの
参加者数

第２期　大分都市広域圏ビジョン　重要業績指標（KPI）

No. 指標名 基準
令和３年度 令和４年度 令和７年度

自治体と企業等との
連携協定締結数（累
積）

創業支援を活用した
創業者数

圏域外からの誘致企
業件数

海外への経済交流支
援企業数

圏域内観光入込客数

No. 指標名 基準
令和７年度

1

感染症対策
及び要配慮
者に必要な
物 資 （ 段
ボールベッ
ド 、 マ ス
ク 、 ア ル
コール消毒
液）の現物
備蓄数

圏域内観光入込客数
【再掲】

大学等との連携事業
件数

令和３年度 令和４年度
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（３）圏域全体の生活関連機能サービスの向上

目標値 実績値 達成状況 目標値 目標値

1 単年 0 人 △1,681 人 未達成 0 人 0 人

2 累積 60 件 101 件 168.33% 68 件 92 件

文 化 施
設

単年 3,950,000 人 2,245,804 人 56.86% 3,950,000 人 3,950,000 人

体 育 施
設

単年 2,890,000 人 2,468,233 人 85.41% 2,890,000 人 2,890,000 人

4 単年 42.00 % 33.49 % 79.74% 42.00 % 42.00 %

5 単年 75 人 0 人 0.00% 75 人 75 人

7 単年 46,000 ﾄﾝ 43,445 ﾄﾝ 94.45% 46,000 ﾄﾝ 46,000 ﾄﾝ

8 単年 100,000 97,975 97.98% 100,000 100,000

9 単年 550,000 ｱｸｾｽ 497,571 ｱｸｾｽ 90.47% 550,000 ｱｸｾｽ 550,000 ｱｸｾｽ

10 単年 200 人 193 人 96.50% 200 人 200 人

11 単年 650 人 679 人 104.46% 650 人 650 人

12 単年 4 回 2 回 50.00% 4 回 4 回

令和３年度

県外に対する社会増
減

No. 指標名 基準
令和４年度 令和７年度

100.00 %

電子申請化した行政
手続数（累積）

3
主要公共施
設利用者数

特定健診受診率

広域体験活動事業参
加者数

6
自主防災組織避難訓
練等実施率

単年 27.56% 27.56% 100.00 %

資源化量

アライグマ捕獲努力
量（わな個数×わな
かけ日数）

Onsen Oita Wi-Fi
City アクセス数

農林水産業新規就業
者数

移住施策を活用した
移住者数

100.00 %

圏域職員対象の研修
会開催回数
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